
を集める機会は十分にある。また、モ

バイルにしても、今後IMT-2000を機

にテレビ電話や大容量のコンテンツ配

信サービスが開花し、ブロードバンド

向けのモバイル機器市場が成長すると

期待される。この点でアプライアンス

ベンダーは、新規市場を創出する機会

を得たといえるかもしれない。

事業構造上、アプライアンス事業そ

のものでは差別化要因が少ないうえ、

価格競争に陥りやすく収益率は低くな

る一方である。他方で、CPUや基幹

部品などの川上分野や、ソフトウエア、

コンテンツサービスなどの川下分野は

オリジナリティがあり、規模の経済効

果も受け独占的なデファクトスタンダ

ードの地位を築き高収益体制を構築す

ることができる。その結果、図1に示

したようにアプライアンス部分は中央

に位置付けられるが収益性が低く、川

上、川下分野に行くと高収益になるス

マイルカーブができ上がる。

ブロードバンド時代のアプライアン

ス事業も、90年代のパソコン事業と同

じように新規市場を創出し、市場拡大

するというだけでは結局差別化ができ

ない。いずれ海外のアプライアンスベ

ンダーにキャッチアップされ、同じよ

うに低収益事業としての地位に甘んじ

なくてはならないだろう。従来の薄利

多売型のビジネスは、デフレ状況下で

は有効手段でなくなりつつあるからだ。

では、ブロードバンド時代に向け、

アプライアンスベンダーはいかなる戦

略をとるべきであろうか。アプライア

条件に仲間を増やし市場形成を早める

ことができる。CDやDVDのパッケー

ジビジネスにみられるモデルである。

だが、デファクトスタンダードの確立

は市場の声に拠る部分が大きいため、

最近は公的機関や複数企業の連合体に

よる規格提唱のデジュリスタンダード

が流行である。これはいち早く市場形

成できるというメリットがあるものの、

パテント収益が細分化されるため旨み

が少ないというデメリットもある。

②デバイス事業収益型

筐体のデファクトスタンダードビジ

ネスは、デバイスのパテントビジネス

そのものである。従ってアプライアン

スベンダーは、パテント収入を期待で

きるデバイス開発に集中させることを

重視している。水平型の事業構造とし

て、あらゆる筐体に利用されることを

加味しながら、デバイス事業の希少

化・高付加価値化を図るのである。現

在、ソニーと松下電器産業、東芝がシ

ステムLSI等の半導体ビジネスに注力

しているのはまさにそのためである。

ンスベンダーはスマイルカーブに陥ら

ないために、単純な筐体販売ビジネス

から脱却する必要がある。確かに、情

報家電はブロードバンドで需要が見込

めるため新たな成長期に突入し、筐体

事業である程度の利益は出てくるもの

の、需要が一巡した段階では低収益性

に陥る状況しか待ち受けていない。

また、競合他社が他のビジネスと組

み合わせることでアプライアンスの低

価格化を意図して行った場合には、低

収益化の時期が早まることにもなりか

ねない。そこで、アプライアンスベン

ダーが競争優位を得るための収益モデ

ルとして次の4つが考えられる（表）。

①デファクトスタンダードによる筐体

でのパテント収入型

筐体の規格を市場の標準化、つまり

デファクトスタンダードにすることで、

競争優位戦略を確立する方法である。

これは規格をパテント化することで競

合他社の模倣戦略を阻止し、また競合

企業が同じ規格の筐体を製造する時に

は、規格のパテント料を支払うことを
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図1 アプライアンスベンダーが儲からないスマイルカーブ構造
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4月末に大手電機9社の連結決算が

発表された。9社合計の営業利益はマ

イナス3795億円、税引き後利益はマ

イナス1兆9129億円という過去最悪の

赤字決算となった。

ITバブルが弾けパソコンや携帯電話

需要が一巡したのと、台湾・韓国メー

カーにキャッチアップされた汎用

DRAMなどの半導体・電子部品の不調

が大きい。そこで各社は収益改善戦略

を展開しようとしているが、具体的に

は人員削減やラインの統廃合など大幅

なリストラを実行することで損失を消

すことに依存しているのみであり、新

規の収益源は模索中という段階である。

果たして期待通りの「V字回復」が果

たせるかどうかは不透明な状況である。

電機9社の最後の砦として期待され

ているのが、ブロードバンドメディア

市場である。現在急成長しているブロ

ードバンドアクセス市場でさまざまな

アプライアンス（ここではインターネ

ット接続可能な電機器具全般を指す）

を開発して市場を創出するとともに、

ビジネスモデルを確立することでブロ

ードバンド時代のアプライアンスベン

ダーとして高収益体制に変化していく

可能性は高い。その意味でも、アプラ

しブロードバンド時代には、電機メー

カーはゲートウエービジネスを展開す

ることでアプライアンス事業の競争優

位を確立できる。この機会を逃さずゲ

ートウエー市場を押さえることで、メ

ーカーはブロードバンドメディア市場

で主要なポジションを築けるだろう。

競争優位のビジネスモデル

ブロードバンド・アプライアンスは、

さまざまな情報機器の進化・発展形態

が登場すると予想される。アナログ回

線、ISDN等のナローバンド時代には、

インターネットに接続できるアプライ

アンスはパソコンだけであった。90年

代半ば以降パソコン市場が急成長した

のはWindowsによるGUIの向上もさ

ることながら、インターネットの登場

があった。それに続けと日本の家電メ

ーカーはインターネット接続テレビや

STBなどのインターネット家電を開

発・販売したが、キラーコンテンツが

なく事実上の失敗に終わった。

しかしながら、ブロードバンドでテ

レビ放送や映画、音楽などをストリー

ミングコンテンツとして配信できるよ

うになれば、STBに代表されるテレ

ビ接続型のブロードバンド端末が注目

イアンスビジネスにおけるメーカーの

ポジショニングは重要となってくる。

今後ブロードバンドネットワークが

普及していく中で、ユーザーがいつで

も・どこでも・何とでもつながるため

には、コンテンツとコミュニケーショ

ンを受けるアプライアンスが普及して

いることが前提となる。アプライアン

スはいわばブロードバンドインフラの

一部であり、ユーザーとコンテンツ、

ユーザー間を結ぶ接点として、またブ

ロードバンドビジネスのゲートウエーと

して発展していく可能性を秘めている。

ただし、従来のような筐体のみを販

売するだけのビジネスモデルで、電機

メーカーがアプライアンスビジネス市

場で重要なポジションに付くことは困

難だろう。従来通りのビジネス展開な

らば、ネットワーク事業者やソフトウ

エア事業者、コンテンツプロバイダー

の事業拡大のための尖兵ということで

終わってしまうに違いないからだ。

今まで、ゲートウエービジネスはマ

イクロソフトのようなソフトウエア事

業者やNTTドコモのようなネットワー

ク事業者が手がけてきており、電機メ

ーカーはハードウエアの規格仕様を決

定する彼らに従うほかなかった。しか
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インターネットの常時接続環境が家庭に入り込んできたことで、膨大な量の情報の受け皿となる

アプライアンス市場をめぐる動きが活発化してきている。アプライアンス事業で優位な立場を確

保することができれば、これを利用するユーザーをとっかかりに、さまざまな有料コンテンツ配

信ビジネスや家庭と外の世界を結ぶゲートウエービジネスを展開できると考えられているからだ。

アプライアンス市場を取り巻く環境と有力ベンダー各社の動きを追った。
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